
道州制特別区域基本方針の一部変更について【変更概要】 

 
 
１ 政府が講ずべき措置の期間延長 

 計画期間満了時の評価・制度の検討を踏まえ、計画期間については、

「１９～３２年度」に延長するため、該当部分を変更（本文の３（２））。 

 

２ 北海道からの第６次提案への対応 

別表３への項目の追加（その他提案の趣旨を実現するための措置） 

番号 措置の名称 措置の内容（概要） 

14 構造方法等の認定に関

する通知の発出 

建築基準法第 68 条の 25 第１項に規

定する構造方法等の認定について、

郵送による申請書類の提出及び認定

書等の交付を可能とする旨を、平成

27 年度中のできるだけ早期に通知

する。 

 
３ その他 

・ 内閣官房・内閣府見直し法の成立（27 年 9 月）に伴い事務の担

当を内閣官房から内閣府に変更するため、該当部分を変更（本文の

２（２）及び３（２））。 

・ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための

関係法律の整備に関する法律（第４次一括法）の制定に伴い、全国

展開され、道州制特区法から削除された措置に係る項目を削除（別

表１の１、４の一部、５及び６）。 

・ 措置の進捗を踏まえた変更（別表２の７及び９、別表３の 11 か

ら 13まで）。 

・ その他法律の改正等に伴う所要の措置（本文の３（１）、別表１

の２、３、７）。 
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